開示版・非開示版
※上記いずれかに丸をつけてください。
本邦生産者に対する質問状　　　　　　　　　　　　　　企業名：　　　　　　　　　　　　

調査項目G　　 課税期間満了後に実質的な損害が継続又は再発するおそれに関する情報

	· 本調査項目は、貴社における課税期間満了後に実質的な損害が継続又は再発するおそれに関する情報を求めるものです。
· ①貴社が高重合度PETの生産のみを行い、生産した高重合度PETの販売を関連企業（「不当廉売関税の課税期間の延長に関する調査への協力のお願い」【資料１】用語の定義（4）を参照してください。）へ委託していた場合、②貴社が高重合度PETの販売を行い、販売に係る高重合度PETの生産を関連企業へ委託していた場合、又は	③貴社及び関連企業が企業グループとして本邦産同種の貨物の生産及び販売に係る事業を行っている場合は、それら関連企業を含めて回答してください。 
· 調査対象期間は、特に記載のない限り平成28年（2016年）4月1日から令和3年（2021年）9月30日までです。
· 回答欄は必要に応じて拡大してください。
· 本調査項目の回答に対する政府の検証に正確を期すため、各質問の回答を作成する上で用いた資料及びその根拠となる書類の写しを、添付資料として提出（日本語訳を添付）してください。また、その添付資料名等を質問状に添付された「（別添）添付資料一覧表」に記入し提出してください。なお、添付資料には、必ず右肩に質問項目番号を明記し、同一質問項目番号に関する資料が複数に及ぶ場合は、書類の上部中央に根拠資料の連番を記載してください。どの質問項目に対する回答にかかる根拠資料であるか明示されていない場合、提出したことが認識されない場合があります。
· 回答が無い場合は、数値に係るものは「0」、その他は「該当無し」としてください。空欄は、貴社が当該質問に対して回答する意思がないものとして取り扱います。



G-1 　	課税期間満了後の調査対象貨物の輸入による実質的な損害等の見込み
G-1-1 　調査対象貨物の輸入による実質的な損害等の見込みの有無
貴社は、調査項目Aから調査項目Fまでを踏まえた上で、調査対象貨物の輸入に対する現行の課税期間が満了した場合、調査対象国からの調査対象貨物の輸入により、損害が発生すると考えますか。次のいずれか１つを選択してください。
	有
	

	無
	



G-1-2 　調査対象貨物の輸入による実質的な損害等の内容
上記G-1-1において、損害等の発生の見込みが「有」と回答した場合には、調査項目Aから調査項目Fまでを踏まえた上で、その見込まれている時期、内容及び理由について説明してください。
また、損害等の見込みの内容及び根拠を示す資料を添付資料G-1-2として提出してください。
	時期
	内容
	理由
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